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岩本ゼミ機騨誌に寄せて   
3期生の皆さん、そして5期生の堀川さん、卒業おめでとうございます。皆さんと  
の最初の出会いは、96年4月下旬、およそ2年前のことでした。しかし、私の口か  
ら言葉でるようになるまでには、それから 4ケ月以上が必要でした。そう、96年夏  
合宿からだったような気がします。そのコメントが適切だったかどうかはわかりませ  





















当たり前のことが、意外にも、大切だと感じるかもしれません。   
最後に、個性豊かな皆さんに出会えた幸運に、心から感謝します。そして、皆さん  
それぞれの「しあわせ」を、この京都の地から祈願しております。  
計文解説   
日本がODAなどを通じ、どのような海外援助をしてきたか、この点を考察した研  
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が適度にかみ合うことで、援助の供与、受入は決定され、履行される。   
本稿の主眼とするところはまさにこの点にある。これまで様々な角度から指摘されてきた  
援助国であるアメリカ側の援助の「プッシュ要因」を前提に、十分検討されていない日本側の  
●●●●●●●●●● ●●●●  
●●●●●●●●● 「プル要因」の変遷過程、つまり、プッシュ要因に合わせて変容するプル要因について考察を  
試みる。   
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ll。本稿ではこの指摘を踏まえ、中山【1967】では考察していない日本政府の受入政策から、そ  






入の窓口となった政府内の摩擦、対立とその調整過程を検討する。   
第Ⅲ節では、日本政府内そして日米間の調整過程で、援助物資であった小麦が果たした役割  
とその時期的変遷を考え、戟後、外国産小麦の大量流入を招くこととなった初期段階について  
論じ、 国産小麦衰退との関連性を探る。つまり本稿では、援助受入を契機とする外国産小麦の  
大量流入が、日本側からも選択され、それが国産小麦の衰退に強く影響した点を、援助受入政  
策という視点から明らかにすることを目的としているのである。  


























を主要目的とし、食糧、肥料、石油、医薬品等の救済的使途に充当されていた。   
ェロア援助の買付物資は綿花、鉱産物等の各種原料の他に機械類も含まれ、復興資材に集中  
していた。ただし、1951年会計度（50年7月－51年6月）には、エロア援助による物資がガリ  
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迫を受けなかった。   
ガリオア・エロテ援助物資は市中に売却され、その代金は46年11月に設置された貿易資金  
特別会計に繰り入れられていた。複数レート制の下で、援助物資の売却代金は商業勘定の輸入  








Ⅰユ 財政投融資にみる政府の援助資金利用政策   
戦後の財政投融資は、はじめ、荒廃した国土の復興策の一環として行われ、その原資に見  






















受に充当される。この原資に見返資金が利用された。   
こうした債務償還は、貨幣の新規発行でなく、援助物資の国内売却資金、つまり見返資金  
●●●●●●●●●● という予め引揚げていた資金が利用されたため、インフレ要因とはならなかった点が重要であ  
る。  
（2）公企業投資   
見返資金の公企業投資は、電気通信事業特別会計、日本国有鉄道、国有林野事業特別会計及  
び住宅金融公庫に対する交付金並びに公共事業支出、または公債の引受、貸付金に利用された。  






給が図られた。   
電気通信事業の場合、見返資金の投融資は、約240億円で総額の37％、外部調達額の60％  
を占めている。また、国鉄の1949年度から3年間の見返資金投資額は190億円であり、設備  









してこれを審査選定のうえ、表石のように使用された。   
公共事業関係費は、一般会計から支出されたほか、見返資金からも支出され、インフラの整  
備推進に寄与した。またそれは雇用及び有効需要の増加にも貢献したのである。  






金は、逼迫していた長期資金を補うべく、投融資を行ったのである。   
49年度、財政資金による私企業投資は見返資金に限定され、電力、海運獲びその他重要な  
基礎産業並びに中小企業に対して充当された。この49年度から51年度に至る3年間における  




は、電力海運と中小企業に限定されたのである。   
こうした一連の見返資金投資の間接的効果として、機器の発注、土木工事の増大等を通じ関  









るようになった。   
見返資金から出資を受けた政府系金融機関は、住宅金融公庫、日本輸出銀行（後の日本輸  










●●●●●●●●●●   
て10の資金が貸出され、その他社債などを含めると総計28の投資が行われることとなった」  
と論じている19。つまり、見返資金、開銀、輸銀の投融資には、いわば、呼び水的効果があっ  
●●●●●   











Ij講和条約締結後の援助受入政策   
日本は、講和条約締結後も引き続きアメリカから援助供与を受けていた。それは主に、世  
銀借款（1953年から）とアメリカからのMSA援助、PL4＄0に基づく第1次余剰農産物協定（1955  






（1）産業投資特別会計と見返資金の終了   
産業投資特別会計は、講和条約発効後の対日援助債務返済と、見返資金の管理、財政投融  





額である。   
同法施行に伴い「見返資金特別会計法」と見返資金は53年8月1日をもって廃止され、そ  










（2）経済援助特別会計－ MSA第550条による援助資金－  
1951年6月で終了したガリオア援助以降も、日本は依然として財政投融資資金不足に悩ま  
されていた。講和後しばらくは、蓄積されていた占領期の見返資金の運用で、財政投融資資金  












ル分が贈与として見返資金となった点である。   
この協定により援助資金管理の特別勘定の設置が約束されたため、国会に経済援助資金特  
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本側の希望どおり米は受入れないこととなり、また他国との関係を考慮して、締花、煙草の買  














Ⅱ 虐助受入交渉にあたる各省庁の思惑   
対外政策は、当事者国家間の社会・経済情勢、国内政策などに大きく影響を受け、それを  
扱う政府は決して一枚岩ではなく、各省庁、政治家の管轄基盤、支持基盤の多様な、時には対  
峠さえする利害をそれぞれ主張し、妥協し、調整しながら、諸政策を採用している。   
本節ではこの点を援助受入政策に限定し、援助の窓口となった日本政府内での摩擦とその  
結果について検討する。  






















37。その指導、監視のために、ドッジが アメリカ本国から送り込まれたのである。   
ドッジの来日は、援助のプッシュ側であるアメリカ政府内での対立と、その結果を如実に  
物語っている。1948年の6月頃から対日政策をめぐり、アメリカ本国内で陸軍省と財務省・  





















（3）援助見返資金利用をめぐって   
見返資金運営方式は、「米国対日援助見返資金特別会計法」の法案検討作業と同時に検討さ  
れていたが、これをめぐって大蔵省と経済安定本部が対立していた40。  
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権限を制限するので、経本案となお大きな懸隔を残すものであった。   
当時、貿易会計援助物資勘定から新設の対日援助見返資金勘定への繰入れ作業は進行してお  
り、繰入れ前に運営手続をまとめる必要があるため、最終的に経本が作成した案で合意は成立  











入に反対しなかった。大蔵省との対立は、見返資金配分計画に限られていたのである。   
外貨節約、財政均衡に主眼をおく大蔵省と対立したのは経済安定本部に限らない。援助によ  
って開始された学校給食事業に対する国庫負担をめぐって、文部省も大蔵省と対立していた。  



















で行われた援助であった。   
なお、49年10月以降、50年12月までユニセフからも援助を受け、その寄贈ミルクによっ  





で実施されたものであり、アメリカの過剰在庫の削減に多少なりとも貢献した（表1）。   
アメリカ政府の無償小麦を得てパン給食をスタートさせた文部省当局は、世論の絶大な支  
持もあり、この完全給食を八大都市から全国に拡大したいと考えていた。1951年2月から完  
ー171－   
全給食は全国の都市部に拡大されることになるが、アメリカの小麦贈与は同年6月で打ち切り  
となる。小麦贈与は、占領期のガリオア資金に依拠していたため、講和条約締結と共に根拠を  

























Ⅱ3 農林省の外国産小麦受入理由  
1955年、PL4糾）に依拠する第1次余剰農産物受入協定の締結に伴い、国内売却円貨の米国  
側使用分から出資される小麦の市場開拓事業をめぐって、農林省と厚生省との間に摩擦が生じ  











農林省は、全国食生活改善協会を通じ、製パン技術講習会等を行うこととなったのである。   
製パン業の育成はパン食の地方への浸透だけでなく、地方に学校給食を広めるためにも必  
要であった。製パン業育成策と学校給食普及策とは相乗効果をもち、粉食推進に大きく寄与し  
たと指摘できる。   
国内農業を保護、育成しようとするはずの農林省が当時、外国産小麦のキャンペーンに参  






返資金が農林省の事業に利用可能であり、農林省にも利益があったのである。   
講和条約締結後、アメリカ産農産物の過剰傾向というプッシュ要因は、プル側に有利な条  
件を提示することにつながり、交渉を重ねる中で、両者の妥協の結果、援助は現実のものとな  
った。つまり、援助はプッシュ、プル相互の要因が連動することによって実施された。こうし  ＝●●●●●  
●●■ て通常輸入量に付加される形で、アメリカ産小麦は、他の余剰農産物とともに日本に流入し、  
様々な影響を与えることになったのであるが、外国産小麦の涜入は小麦が過剰でなく、不足し  
ていた戦後初期、プル側の要請から、すでに開始されていたのである。  
Ⅱ 援助物資としての小麦－なぜ小麦なのカー  
Ⅲ．1小麦をめぐる国内尭境  







乳 これらの理由により、日本の食糧需給は戦時中にもまして逼迫し、一千万人餓死説まで流  
















言ったという48。事実、第1次吉田内閣の成立は食糧放出の数日後のことであった4，。   
保守政権はこうした政治的圧力を逆用して食糧危機対策の特効薬、つまり輸入食糧の放出  

















（ユ）食糧の僚斜生産一米作奨励の陰で一   
食糧不足の構造的問題というのは、耕作地不足という側面が強い。戦前から国内不足分の  
供給源として、それまで依存してきた植民地を失うことにより、耕作地が減少していた当時、  
GHqからの食糧放出があっても、それはあくまでも表面的解決にすぎなかった。   
この問題を解決すべく、政府は国内の食糧増産を奨励し、占領期は米、小麦とともに作付  
面積が増加している（表タ㌔ しかし、限られた国土で自らの食糧をまかなうためには、耕作  
地の増加はもちろん、消費者の口に合い、国土に適した、面積あたりの収穫の高い作物が同時  




















産を困難にしているという。   
これに対し外国の小麦作付地帯、例えばアメリカ、カナダなどでは、機械による同一品種の  
大規模栽培が行なわれコストが抑えられる上、日本のように降雨、多湿による品質低下の心配  
は少ない。これは加工段階で外国産小麦が選択される大きな要因となる。   
麦の加工は、他の食料加工業と同様、加工費に占める運賃の比率が高く、工場立地には原料  
入手に有利な点が重視され、国産小麦の加工は原料産地に立地し「山工場」とよばれ、また、  
輸入小麦は「海工場」とよばれる臨海地帯の工場で加工されていた。   
占領期の統制経済は、この立地条件を根底から覆した。委託加工制度の下、政府が手持食糧  
を工場まで運び、製品を工場で受取るということになり、原料買付資金、運賃などが企業のコ  
一174－   
ストに含まれないため、加工工場の立地は、労賃、電力事情など原材料費、運送費用以外の条  
件が決定因となった54。そのため表10にあるように、製粉工場にしめる主要製粉県5県の比  



















Ⅱ3 日本市場をめぐる国際関係  
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間接に日本と関係各国との正常貿易の円滑化を阻害するおそれがあり、通商政策の見地より充  






は、この56年のことである。   
これに対して、余剰農産物資金を使用する開発事業に必要な長期低利の円資金確保の立場か  
ら、受入賛成意見も存在していた。これら賛否両論のなかで鳩山内閣は、結局、需給上必要な  











った。   
この第3次協定辞退の一因となった対豪交渉は、日豪間のみならず、日本のガット加入問  




















る。   
こうして多国間通商関係が重視され、アメリカの余剰農産物処理法に基づく援助は、日本  
側の受入辞退により終了に向かうのであるが、援助受入が終了しても、各国との通商協定など  
－176－   
により、外国産小麦の大量流入は継続し、更に拡大することになった（表12、図2）。  
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●  農産物貿易は、工業製品貿易以上に政治によって左右される6含。援助受入から始まった外国  
産小麦の流入過程に、上述のような政策・政治的要因が、強く影響した点は看過できないので  
ある。  











行したため、国産小麦は生産費ばかりか、輸送費など様々な面で競争力をさらに低下させた。   
制度的には、1952年の食管法改正によって、麦の直接統制が間接統制に移行し、作付量の  
低下を導く一因となった（表9）。   
本稿ではこの点を、援助受入をきっかけとして始まる、戦後の外国産小麦の流入過程とし  













































































































53横山【1993】はこれを、国家管理によって国際市場の国内市場への直接の影響を速断し、その下で生産者に対  ＝＝○●●●●●■●●  
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畳丼サ潰れモのt巾重ず増量椚★払は■いた．  
的 絆■r． 0 t州別l”職椚にが粥相怜tれく． t－I震■費込．  
柁）閂金運川部腎食には郵便貯金、悍／lミ性険等を含む．，  
川所卜鈴木湖【196＝日用一日5軋   
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表2  
援助費入第l期   





1945 10  
1945 11 
1945 11  
1945 11 
1945 12  
1946 1  
1鋸帽2  
19」I6  8  
1948 10  
1946 11 
194丁 5  
194丁  5  
1947  5  
1947  8  
194丁  8  




















l糾さ 4  
1g48 5  
1948  8  
1948 10 
1948 12  
1949 8  
貫2期   




















第3期以降   
年 月  





1952  4  
1952 JI  
1952  5 1952  5  
1952  丁 l052  T 1952  8  
1952 8  
1953 5  





1954 3 1954 3  
1954 ぢ  
19き4  ¢  
1954 6/ 
195411  
1955 5  
1955  9  
195510 195¢ 2  
1958 5  
1956  5  





105T l  
195丁  6  
195丁 8  
1958 1  
195も11  
1980 12 
1！帽1 9  
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表4  見返汽金に対する械入朝の晶日別、源泉別鯛  
個人代金棚給金l合 計  
1ニlミ    虎   
望  
ご一払付   







出所）大蔵省理財局見返資金課編【1952】47頁。  巴．誠弼庇黎省臨時苅簡素務局好餌。  
表石 盤鞄の公共碩支出摘（靴百方。）  
25．2．1．1 旦且雷紳王一基豊富義一  25．7．25  司令謬  ‾  
所    ℡  








厚生省 圧頂局  





合    計  
事    黍  
河川改丘改修  
砂   訂a）  
迂 路 笈 無  
茶市 汁頑  
最善志刑b）  
漁    漕  
治    山  
林    道  
鎗抜痢托亡）  
諾 湾 整 爛  
地 下 鉄  
航 路 帯 放  
保安通信篤層  
文化僅常設開  
閉 発 濱 薬  
．＿  
監鼠25緑薫雷哀妄嘗吾妄諒妄莞痙  
32．㌘5t14   
＿I  
．?
?????????．???．「?．??，．500 2．200 9．500  
1．300，印0至1，300  
4．卓6丁．8．650．5，82丁 1   
70ひ 200】－  
2．200 2，500   
さ り  pOO  






2，8ざ；・3，956．コ．705 2．TO5  
2き0■  －  
■：    ■■＿  











は）a）は㈲に50百万円句山林砂防女含む．b）の抑こは農薬拘党・干拓．脚：ニニニ干   
拓モ含む・く）の¢）には道標根調・上水道せ含む．  
出所）大蔵省財政史室編【1開封1027頁。  
表さ 産経榊別会計和露度  
く単色 盲万円）  
区  分l重職！桝虎比  









汁1 6．」‖  
金確卜公虻＝3．逓  ?????
4，79  





229．413；  表7主要墾種設備調達資金  
＿ 柑49年度  50年度  51  年度   
業種   総壊  見返資金  総額  見返資金  総額  見違資金   
電力業  18，710  9．793  20，273  10．000  50，200  23，200   
海運業  29．き75  15，828  23．270  11．757  59，491  19，735   
石炭業  10．143  2，891  8，998  2，162  11，937   
鉄鋼業   3，731  1，417  5．249   79l  13．343   
肥料工業   953   374  1，27室   142   910   
日本闘売渡行出資率   
空6 年 圧 出 F   
27 年 蟹 出 資   
在 金 乗 破 舟   
うち）見返涙金財濱分  
日本輸出入銀行出資  
27 年 庶 出 弊  









表9  米、小麦の国内生産比較  
小麦    特記事項  
亘   
194（i  2，78Ⅰ  9，208  632  615   340   
1947  2，買零3  萬，7卵   57＄   7（与7  694   
1948  2，957  9，9（；6   743 1，207  695   
1949  2，987  9，383   見返資金設置  
t95（）  3，f）lI  9，651   7（；4  1，33＄  I，437  朝鮮戦争勃発   
1！〉5l  3，01¢  9，042   735  l，490  1，652  国際JJ、麦協定加盟   
1952  3，009  9，923   72】  1，537  l，661  食管法改正、麦の統制撤廃  
1953  3，（）14  S，239  6＄6  】，374  1，鯛7   
1954  3，（）5l  9，113   MSA、pL4帥に基づく援助開始  
1955  3，222  12，吊35   663 l，4甜  2，2＄7   
195（i  3，243  10，紺9  657  l，375  2，草77   
日本、援助受入辞退  
195＄   3，253  11、993  599  1，2＄l  2，279   
1959  3，2罵乳  12，50l   6（）l 1，416  2，396   








195（）隼6月   年次  大型  中小型      37  3，05幕    I952咋3月  37  2，ほ6    】952咋12月  37  1，さ糾）   
出所）日清製粉株式会社社史編纂委員  毒軌Ⅰ955】319貢より作成。  
表12  日本の小麦輸入量  （単位＝千                   トン）  
年  
アメリカ   204  3  0  340  694  6＄‡  
カナダ   177  53  n  13祭   封ほ  443  朗沌  80承  祭72  904  g62  l，035  1，127  l，326   
オーストラリア   l（）2  333  192  7   
アルゼンチン  29  202  15  0  j3  265  79  42  0    0  0   
満州国  19   




























鈴木武雄編【1961】、『金融財政講座 3』、有斐閣。  
澄田智・鈴木秀夫編【1957】、『財政投融資』、財務出版。  
関下稔【1987】、『日米貿易摩擦と食糧問題』、同文舘。  
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